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1―― はじめに 

  

新型コロナ感染症は少子化にどういった影響を与えるのか。本稿では、ニッセイ基礎研究所が実施

した独自のWEBアンケート調査1を用いた、コロナ禍での家族計画の変化に関する３つの側面につい

ての分析（一時的に妊娠を控える傾向、将来的に持ちたい子の数の減少、そして、結婚意欲の高まり）

のうち、１つ目として、新型コロナ拡大によって、一時的に妊娠を控えたいと思った人の割合と要因、

及び、特徴についての分析結果を紹介する。 

 

2―― 一時的にコロナ禍では妊娠を控えたいと思った人は子を持ちたい人の約 2割 

 

まず、表 1の通り、40歳以下の既婚の回答者（769名）のうち、一時的にコロナ禍では妊娠を控え

たいと思った人の割合は、10％であった。そのうち、子を持つことを希望していると考えられる人の

間でみると2、コロナ禍で妊娠を控えた人の割合は、19％程度であると予想される。2020 年の妊娠届

数は、5月に前年同月比最も大きく減少しており、その際の減少率が 17％であったことと3、整合的な

 
1 「被用者の働き方と健康に関する調査」、2021年 2月-3月に、18歳-64歳の被用者を対象として行われたWEBアンケー

ト調査(n=5,808、うち 40歳以下の回答は 2,603件。)。調査方法や対象の詳細は、岩﨑敬子「家族計画の変化に見る、 

新型コロナの少子化への影響(1)－イントロダクション－」(https://www.nli-

research.co.jp/report/detail/id=67876?site=nli) を参照。 
2 新型コロナ流行前の妊娠希望の有無に関する質問は、本調査には含まれていないため、その割合は既存の調査より推定し

た。子のいない既婚者のうちの子どもを持ちたい人の割合は、ベネッセ総合研究所の未妊レポート 2013

（https://berd.benesse.jp/up_images/research/p1-16.pdf, 2021年 5月 25日アクセス）より、男性 67.3%、女性 56.9%とし

て推定した。また、子がいる人で第 2子以降を持ちたい人の割合は、株式会社ベビーカレンダー（2020年 6月 8日）によ

る調査の経産婦のコロナ流行前の第 2子以降を希望する人の割合である 48%として推定した

（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000079.000029931.html, 2021年 5月 25日アクセス）。 

3 厚生労働省、令和 2年 12月 24日「令和２年度の妊娠届出数の状況について」
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結果である。男女別で見ると、女性で子を持ちたい人のうち 29%、男性の子を持ちたい人のうち 13%

程度の人が一時的にコロナ禍では妊娠を控えたいと思ったようだ。 

 

表 1. 一時的にコロナ禍では妊娠を控えたいと思った人の割合（40歳以下、既婚者、%） 

 全体 男性 女性 

全体 10.3 7.9 14.0 

子を持ちたい人 18.7 13.3 29.1 

 

3―― 一時的に妊娠を控えた最も大きな理由は「感染の親子への影響の不安」 

 

40歳以下で既婚の回答者のうち、新型コロナ拡大によって一時的に妊娠を控えたいと思った人の間

で、その理由の分布を示したのが表 2 である4。最も多く選択されたのが、「感染の親子への影響の不

安」で、全体の 49％。次に多かったのは、「子育てへの経済的な不安」で 37％、その次が「ワクチン

の親子への影響の不安」で 35％であった。また、女性の間では、「感染の親子への影響の不安」の次

に、「子育て環境の変化」を理由として挙げた人が多く、一時的に妊娠を控えたいと思った女性のうち、

48％が選択し、男性の 19％を大きく上回った。 

 

表 2. 一時的にコロナ禍では妊娠を控えたいと思った理由（40歳以下、既婚者、%） 

  全体 男性 女性 

感染の親子への影響の不安 49.37 48.65 50.0 

ワクチンの親子への影響の不安 35.44 37.84 33.33 

子育てへの経済的な不安 36.71 35.14 38.1 

子育て環境の変化 34.18 18.92 47.62 

自分の人生について考えた 15.19 10.81 19.05 

 

4―― 一時的に妊娠を控えたいと思った人の特徴 

 

さらに、コロナ禍で一時的に妊娠を控えた人の特徴を捉えるため、40歳以下の既婚者を対象として、

一時的に妊娠を控えたいと思ったと答えた場合に 1、それ以外の場合に 0 をとるダミー変数を被説明

変数とし、様々な属性を説明変数としたプロビットモデルの推計を行った。結果は表 3の通りである。 

 

(https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15670.html, 2021年 5月 25日アクセス) 
4 本調査では、１つ目の質問として「新型コロナ感染症の拡大によって、あなたの家族計画（結婚・離婚・出産計画や将来

持ちたい子どもの数等）に変化はありましたか。」という質問で、「結婚したいと感じた」「離婚したいと感じた」「一時的に

コロナ禍では妊娠を控えたいと思った」「将来的に持ちたい子どもの数が減った」「将来的に持ちたい子どもの数が増えた」

「その他」「上記のような家族計画の変化はなかった」の選択肢から複数選択形式で選択頂いた後、２つ目の質問として

「上記のような家族計画の変化はなかった」以外を選択した人に対して、再度複数選択形式で、「その理由はなんですか」

と質問している。そのため、理由の分布については、１つ目の質問で複数の変化を選ばれている場合は、「一時的にコロナ

禍では妊娠を控えたいと思った」こと以外の理由も含まれている可能性がある点に、ご留意頂きたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15670.html
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表 3. 一時的にコロナ禍では妊娠を控えたいと思った人の特徴（40歳以下、既婚者） 

 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 

サンプル： 全体 男性 女性 全体 男性 女性 

女性 0.289**   0.284**   

 (0.135)   (0.137)   

年齢 -0.0169 0.0130 -0.0456** -0.0175 0.0113 -0.0434** 

 (0.0138) (0.0213) (0.0192) (0.0141) (0.0229) (0.0204) 

子どもの数（0 人） 参照 参照 参照 参照 参照 参照 

子どもの数（1 人） -0.157 -0.0466 -0.222 -0.197 0.00890 -0.408+ 

 (0.151) (0.216) (0.221) (0.160) (0.232) (0.259) 

子どもの数（2 人） -0.431** -0.322 -0.481* -0.463** -0.253 -0.655** 

 (0.179) (0.236) (0.285) (0.181) (0.252) (0.303) 

子どもの数（3 人） -0.286 -0.342 -0.183 -0.275 -0.290 -0.243 

 (0.237) (0.323) (0.374) (0.252) (0.340) (0.416) 

年収（300 万円未満） 参照 参照 参照 参照 参照 参照 

年収（300-700 万円未満） 0.0462 0.141 0.0391 -0.0298 -0.0137 0.0455 

 (0.181) (0.380) (0.234) (0.187) (0.389) (0.256) 

年収（700-1000 万円未満） 0.262 0.250 0.321 0.138 -0.0567 0.416 

 (0.236) (0.403) (0.363) (0.256) (0.441) (0.389) 

年収（1000 万円以上） 0.802*** 1.051** 0.549+ 0.418 0.476 0.355 

 (0.262) (0.455) (0.347) (0.307) (0.498) (0.469) 

コロナ感染（自分） 0.953  -0.00948 0.714  0.0944 

 (0.888)  (0.773) (0.839)  (0.874) 

コロナ感染（身近な知人） 1.332*** 1.005 1.909*** 1.326*** 1.047+ 1.965*** 

 (0.423) (0.742) (0.660) (0.377) (0.653) (0.745) 

在宅勤務状況（2020 も 2021 も無）    参照 参照 参照 

在宅勤務状況（2020 は無 2021 は有）    -0.110 0.296 -0.867** 

    (0.201) (0.264) (0.371) 

在宅勤務状況（2020 は有 2021 は無）    0.218 0.893* - 

    (0.429) (0.479)  

在宅勤務状況（2020 も 2021 も有）    0.719*** 1.040*** 0.524* 

    (0.167) (0.231) (0.285) 

過去 1 年で家事育児の負担増加    0.137 -0.527+ 0.489* 

    (0.201) (0.335) (0.287) 

過去 1 年で世帯年収が増加    0.160 -0.0743 0.797+ 

    (0.313) (0.509) (0.503) 

過去 1 年で世帯年収が減少    0.224 0.307 0.141 

    (0.192) (0.257) (0.286) 

過去 1 年で仕事量が増加    0.122 -0.0459 0.412 

    (0.225) (0.359) (0.350) 

過去 1 年で仕事量が減少    -0.391  -0.0314 

        (0.419)  (0.602) 

N 769 467 301 769 451 294 

注）被説明変数は、一時的にコロナ禍では妊娠を控えたいと思った場合 1、そうでない場合 0のダミー変数。Probit。()は

頑健な標準誤差。切片、健康状態、婚姻状況の係数は記載されていない。 

+p<0.15, *p<0.10, **p<0.05 *** p<0.01 
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表 3に示された結果から、女性、年齢が低い女性、年収が高い男性（1000万円以上）、身近な知人

が新型コロナに感染した女性が、一時的に妊娠を控えたい傾向が強かった傾向がみられる。一方、子

どもが 2人いる女性が一時的に妊娠を控えたいと思っていない傾向がみられるのは、もともと妊娠を

希望していない人が多いためと考えられる5。 

また、家事育児負担が過去 1年の間に増えた女性も、コロナ禍で一時的に妊娠を控える傾向が見ら

れた。一方、2020年は在宅勤務をしていなかったものの、2021年に在宅勤務をするようになった女

性は、一時的に妊娠を控えたいと思うようになる傾向が小さく、在宅勤務の導入は、コロナ禍で妊娠

を希望する人のサポートに繋がる可能性があることが示された。 

 

5―― おわりに 

  

新型コロナ拡大によって、子を持ちたいと思っている人の約 2割が一時的に妊娠を控えたいと思

ったようだ。その要因としては、「感染の親子への影響の不安」が最も大きく、続いて「子育てへの

経済的な不安」が大きかった。その他にも、「ワクチンの親子への影響の不安」、「子育て環境の変

化」等、様々な要因があることが確認された。これは、コロナ禍で、子を持ちたい人への多面的なサ

ポートの必要性を示す。 

こうした中で、在宅勤務になった女性が一時的に妊娠を控えたいと思う傾向が小さかったことは、

コロナ禍での在宅勤務の拡大が、妊娠を希望する人にとって、重要なサポートとなる可能性があるこ

とを示唆する。この理由としては、感染の親子への心配を和らげる効果が考えられる。 

一方で、コロナ禍では女性の家事育児負担が男性より増加したことが伝えられている6。本分析で

は、家事育児負担の増加した女性は一時的に妊娠を控える傾向が強いことが確認された。また、子育

て環境の変化は、男性の間では妊娠を控える大きな要因になっていないが、女性の間でコロナ禍で一

時的に妊娠を控えたいと思う大きな要因として挙げられている。これは、妊娠計画は、働く女性の家

事育児負担状況から受ける影響が大きいことをコロナ禍で浮彫にしたものと考えられる。新型コロナ

を機会に、家族で家事育児の負担状況について改めて考える機会を持つことを推奨したり、社会のサ

ポート体制を整えたりしていくことが、今後の少子化対策として重要なことを示唆しているかもしれ

ない。 

 
5 本調査のデータには新型コロナ流行前の妊娠希望の有無の情報が含まれていないため、分析を新型コロナ流行前に妊娠を

希望していた人に限ることができない。そのため、40歳以下の既婚者全員を含めた分析になっている。実際に、「第 15回

出生動向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所）によると、出産予定の子どもの数の平均は 2人であることから、2人

の子がいる人の多くが、それ以上子どもを持つことを希望していなかったために、コロナ禍で妊娠を控えようと思った人も

少なかった可能性が考えられる。 

6 村松容子「共働き世帯におけるコロナ自粛中の家事・育児時間の変化～家事・育児時間は男女とも増加。増加割合には男

女差。」基礎研レポート, 2020年 10月 19日（https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65850?site=nli, 2021/5/25ア

クセス）。 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65850?site=nli

